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■ 令和元年台風第１９号による被災区分別集計表(住家部分)  (令和元年12月20日 17:00現在)

( 単 位 ： 棟 ・ 戸 )　　　

被災区分
床上浸水
(非住家
・店舗等)

新　 田 0 0 2 2 1 1 3 3 0

高　 橋 0 0 1 1 1 1 2 2 0

山　 王 3 3 16 16 0 0 19 19 3

南　 宮 4 15 16 29 0 0 20 44 0

市　 川 0 0 1 1 0 0 1 1 0

浮　 島 1 1 15 18 0 0 16 19 1

高　 崎 0 0 14 30 0 0 14 30 0

東 田 中 0 0 0 0 1 1 1 1 0

中　 央 0 0 1 1 0 0 1 1 0

留 ヶ 谷 0 0 1 1 0 0 1 1 3

城　 南 0 0 0 0 1 1 1 1 0

伝 上 山 0 0 0 0 0 0 0 0 1

鶴 ケ 谷 0 0 0 0 0 0 0 0 3

丸　 山 0 0 0 0 0 0 0 0 0

下　 馬 0 0 0 0 1 1 1 1 0

笠　 神 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大　 代 1 1 0 0 0 0 1 1 1

桜　 木 0 0 0 0 1 1 1 1 0

栄 0 0 0 0 0 0 0 0 1

明　 月 0 0 1 1 0 0 1 1 0

宮　 内 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八　 幡 7 35 39 96 0 0 46 131 4

町　 前 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合   計 16 55 107 196 6 6 129 257 17

床　 上　 浸　 水 床 　下　 浸 　水 風　害 合　　　　計

備　　　　　考

棟 数 戸 数 棟 数 戸 数 棟 数 戸 数 棟 数 戸 数 棟 数

※　床下浸水戸数にはアパート２階部分を含む

調査地区



２ 農産物の被害状況 

 

 

３ 漂着稲わらの収集及び処理状況 

(1) 稲わら総袋数 ９，５１８袋（フレコンバッグ） 

（内訳）南宮仮置場：１，４０９袋、市川仮置場：８，１０９袋 

(2) 稲わら総重量 １，８４８．３５ｔ（１袋当たり約１９４ｋｇ） 

(3) 収集・運搬・処理について（令和元年１０月１６日～令和２年３月１０日） 

ア 収集業務  

(ｱ) 内容：市内に漂着した稲わらの収集及び仮置き場までの運搬 

(ｲ) 業者：多賀城市建設災害防止協議会 

(ｳ) 期間：令和元年１０月１６日～同年１２月７日 

  イ 運搬業務 

(ｱ) 内容：仮置き場から処理先までの運搬 

(ｲ) 業者：多賀城市建設災害防止協議会 

(ｳ)処理先及び搬入期間 

①宮城東部衛生処理組合 令和元年１１月１５日～同年１２月１９日  

②日高見牧場株式会社 令和２年１月１４日～同年３月１０日 

ウ 処理業務 

内容：稲わらの焼却及び堆肥化処理 

①焼却処理：宮城東部衛生処理組合 

処理期間：令和元年１１月１５日～同年１２月１９日 

②堆肥化処理：日高見牧場株式会社（登米市） 

処 理 期 間：令和２年１月１４日～同年３月１０日  

 処 理 方 法 重 量 割 合 

① 
宮城東部衛生処理組合 

（焼却処理） 
３０５．９１ｔ  １７％ 

② 
日高見牧場株式会社 

（堆肥化処理） 
１，５４２．４４ｔ  ８３％ 

合 計 １，８４８．３５ｔ １００％ 

 

 

品目・種別 被災場所 被害額

 水 稲 市内全域 ２，５８６千円 

 大 豆 新田地区 実被害なし   

 野 菜 市内全域 ９，１３０千円 

 園芸施設 市川地区 ７３８千円 

 農業用機械 市内全域 １，４０３千円 

被害総額 １３，８５７千円 

被害状況

（令和2年2月29日現在）

 コンバイン、管理機等の破損

 暖房機、自給式ポンプの破損、
パイプハウスビニール破損

 耕作地の浸水（３．５ha）

 耕作地の浸水（１７．６ha）

 耕作地の浸水（２５．１ha）
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４ 災害廃棄物（漂着稲わらを除く）の処理状況 

 

 

 

５ り災証明書等発行件数（令和２年２月２９日現在） 

(1) り災証明書発行件数   １３７件（うち住民登録なし３件） 

(2) り災届出証明書発行件数 １０４件 

単位 重量 単位 委託事業者等

20.53 ｔ

14.74 ｔ

5.79 ｔ

台 1.45 ｔ

台 0.10 ｔ

台 0.89 ｔ

台 0.46 ｔ

個 4.20 ｔ

個

個

個

個

個

個

個

個

個

24.41 ｔ

24.41 ｔ

50.59 ｔ

（令和2年3月10日　終了）

種別・品目 数量

1 家財（片付けごみ）等 運搬： 多賀城清掃センター
　　　及び生活環境課対応

処理：宮城東部衛生処理組合

可燃ごみ

不燃粗大ごみ

2 家電リサイクル対象廃棄物 39
運搬：㈱豊島

処理：東北トラック㈱
　　 （指定引取業者）

テレビ 9

冷蔵庫 19

洗濯機 11

3 適正処理困難物 107

運搬及び処理：㈱豊島

スプリング入りソファ 9

スプリング入りマットレス 13

車両タイヤ 29

オイルヒーター 1

パソコン（本体） 2

パソコン（モニター） 1

合計（重量）

ガスボンベ 1

金属くず 1

グラスウール（1,550mm×500mm） 50

4 稲わら撤去作業等に伴い発生した廃棄物 運搬：多賀城市建設災害防止
　　　協議会
処理：宮城東部衛生処理組合可燃ごみ（フレコンパック等）
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◆特別史跡多賀城跡附寺跡 台風１９号被害対応等 

１ 位置図 

 
 ２ 場所、被害状況 

  ① 宮城県多賀城市市川字作貫２３番１   ：昭和６１年に公有化した文化財用地にて、崖が長さ４．３５ｍ、高さ

２．８ｍの範囲で崩落し隣接する住宅地内へ土砂が流出した。 

② 宮城県多賀城市市川字五万崎２９番１４ ：平成１２年に公有化した文化財用地にて、全長２１．６ｍの重量建

築ブロックが、土圧により住宅地側へ傾いた。 

 ３ 対応等 

        

①  災害発生後速やかに、崖崩れ再発防止のために応急処置として耐水シートを設置した。令和２年第１回市

議会定例会に補正予算を計上し、その後委託契約を締結して、現在、崩落箇所及び土側溝越流防止のため

の土のう積工を進めている。 

      

② 令和元年第４回市議会定例会に補正予算を計上し、文化庁の事前着工届の承認を受けた後、令和２年１月

に契約を締結し、重量建築ブロックの撤去処分、法面整形、防草シートの設置、側溝の施工等現場での作業

が終了している。 
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１　補助の概要

２　補助の内容

 （1）園芸施設（附帯施設を含む。）の再建、修繕

  ※ 必要な資材を購入して自ら再建・修繕する場合を含む。

　【例】パイプハウス、鉄骨ハウス、加温用ボイラー、水耕栽培用機械など

  ◆補助割合：７/１０（財源：国３/１０、県４/１０）

 （2）農業用機械の再取得、修理

　【例】トラクター、田植機、コンバイン、管理機など

  ◆補助割合：９/１０（財源：国５/１０、県４/１０）

３　補助の対象とならないもの

 （1）補完的器具（育苗箱、パレット、コンテナ等）や消耗品（燃料、農薬等）

 （2）農業生産や加工に必要な施設以外の施設（販売に関する施設等）

４　補助の範囲

　補助金の上限、下限は設けない。

５　補助の見込額

 （1）園芸施設（附帯施設を含む。）

 イ 補助金算定式

 （2）農業用機械

 イ 補助金算定式

農業園芸施設等の被害に対する補助について

 　　 ただし、補助の条件として補助後は園芸施設共済への加入が必要

　　（注）実際の補助額は、園芸施設共済の加入状況により異なる。

  ※ 複数の被災農業者が、共同で利用する農業用機械等の再取得を含む。

　令和元年台風第１９号の大雨により、市内の農業者等が所有する園芸施設や農業用

機械に被害が生じたことから、これらの資産の再取得又は修理に対し、国・県の支援

に基づき費用の一部を補助するもの

×

 ア 補助対象者数　１名（修繕）

５１６千円 ≒

（補助見込額）

７３８千円 ７/１０

（補助率）

補助見込額の計 １，７７５千円 

  （被害額）

１，４０３千円 

  （被害額）

（補助率）

９/１０

（補助見込額）

×

 ア 補助対象者数　５名（全員修理）

１，２５９千円 ≒
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住宅の応急修理制度について 

 

１ 事業の概要 

  「令和元年台風第１９号」による「り災証明書」に基づき、「全壊、大規模半

壊、半壊又は一部損壊（準半壊）した住宅」で、自らの資力では修理できない世

帯を対象に、市が工事業者に修理を依頼して一定の金額の範囲内で応急修理す

る制度 

 

２ 対象世帯 

  以下の全ての要件を満たす世帯が対象となる。 

 (1) 居住する住宅が「大規模半壊」、「半壊」又は「一部損壊（準半壊）」の被害

を受け、自らの資力では修理することができないこと。 

  ※「全壊」の住宅でも応急修理を実施することにより居住が可能となる場合は

対象となる。 

 (2) 応急修理を行うことによって、避難所等への避難を要しなくなると見込ま

れること。 

 (3) 災害救助法に基づく応急仮設住宅（民間賃貸住宅の借り上げを含む。）を利

用しないこと。 

 (4) 修理が未着工であること。 

 

３ 応急修理の範囲 

  住宅の居室、炊事場、便所等の日常生活に欠くことのできない部分であって、

より緊急を要する箇所について実施する。 

(1) 災害の被害と直接関係のある修理のみが対象となる。 

 (2) 内装に関するものは原則対象外 

   ただし、床や外壁の修理と併せて畳等や壁紙の補修が行われる場合につい

ては、床や外壁の修理の部分のみ対象になる。 

 

４ 応急修理の優先度 

 (1) 屋根、柱、梁、外壁、床、基礎等 

 (2) ドア、窓等の開口部 

 (3) 上下水道、電気、ガス等の配管、配線 

 (4) 衛生設備 
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５ 応急修理の対象外 

(1) 内装（壁紙、間仕切壁、襖障子、床組工事を含まない畳・フローリングの交換） 

(2) 台風と直接関係のない部分の修理 

(3) 家具、家電製品 

(4) 清掃（泥上げ含む。）・片付け 

(5) 廃棄にかかる費用（処分費・運搬費等） 

 

６ 支給限度額 

(1) 一部損壊（準半壊 損害割合１０％以上２０％未満）の場合 

   一世帯当たり最大３０万円（税込） 

(2) 半壊・大規模半壊・全壊の場合 

   一世帯当たり最大５９万５千円（税込） 

※限度額を超える費用、対象外の工事部分の費用は自己負担となる。 

 

７ 対象戸数等見込み 

(1) 大規模半壊、半壊  なし 

(2) 一部損壊（準半壊） ４戸（件） 

支給見込み額 1,200,000 円（300,000 円×4 件） 

 

８ 実績 

(1) 大規模半壊、半壊  なし 

(2) 一部損壊（準半壊） ３件 

支給済み額 ８９９，９２５円 

   内訳 ３００，０００円 × ２件 

      ２９９，９２５円 × １件 

   ※上記７(2)の対象見込み４件のうち１件については、対象者から当該制度

を利用した修理は行わない旨の申出があったもの 
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�災害見舞金関係〈世帯主向け〉 

 台風第１９号で家屋に被害を受けた方々にお見舞金を支給したもの 

 

１ 支給対象者 

  以下のすべての要件を満たす方 

 

 

 

※アパートの２階等に居住していた場合や併用住宅の居住部分以外のみが

床上浸水した場合等は対象外 

※市が実施している被災家屋調査において床上浸水の判定が必要 

 

２ 支給額   ５０，０００円  

 

３ 受付期限   

令和元年１２月２０日（金）まで 

 

４  対象者見込み 

   対象者：６０件 

   （被災家屋調査の状況により積算） 

  予算額：３，０００千円 

 

５ 支給状況 

支給決定者：３４件 

（被災家屋調査結果及び住民基本台帳突合により該当世帯３５件に通知） 

  支給総額：１，７００，０００円 

・居住している家屋が「床上浸水」の被害を受け、現に被害を受けた世帯

の世帯主 

・令和元年１０月１２日時点で住民基本台帳に登録されていること 
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�災害見舞金関係〈事業主向け〉 

台風第１９号で事務所又は店舗に被害を受けた事業者の方々にお見舞金を支

給したもの 

 

１ 支給対象者 

  以下のすべての要件を満たす方 

 

 

 

※倉庫、設備、備品等は対象外 

 

２ 支 給 額  ５０，０００円  

 

３ 受付期限   

令和元年１２月２０日（金）まで 

 

４ 支給対象見込み 

  件 数：３０件 

  予算額：１，５００千円 

   

５ 支給状況 

支給決定者：１８件（対象事業者２０件） 

  支 給 総 額：９００，０００円 

・入居している市内の事務所または店舗が「床上浸水」の被害を受け、現

に被害を受けた事業者の事業主 

・令和元年１０月１２日時点で事業を営んでいたこと 
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�災害援護資金関係 

 

１ 対象となる世帯 

  令和元年台風第１９号により、負傷又は家財に被害を受けた世帯 

 

２ 貸付限度額 

(1) 世帯主の１か月以上の負傷・・・１５０万円 

(2) 家財の１／３以上の被害・・・１５０万円 

(3) 上記(1)、(2)両方の場合・・・２５０万円 

 

３ 所得制限 

  世帯人員の所得(市民税における前年の総所得金額)が下記の世帯 

世帯人員 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 

前年の総

所得金額 

２２０万円

未満 

４３０万円

未満 

６２０万円

未満 

７３０万円

未満 

１人増えるごとに

７３０万円に３０

万円を加えた額 

 

４ 貸付条件 

 利率 据置期間 償還期間 

保証人有の場合 無利子 ３年(特別な事情があ

る場合は５年) 

 

１０年(据置期間含む) 

保証人無の場合 年１．５％

  

５ 償還方法 

  年賦、半年賦又は月賦 

 

６ 対象者見込み 

  対象見込世帯：３世帯 

  予算額：４，５００千円 

 

７ 貸付実績（令和２年１月３１日受付終了） 

  １世帯 １，２００，０００円 
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■国民健康保険関係 
１ 医療費窓口一部負担金等の免除 

(1) 対象者の要件 

ア 住家の損害の程度が「全壊」「大規模半壊」「半壊」「床上浸水」の場合 

イ 主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った場合 など  

(2) 免除期間及び免除対象 

災害救助法が適用された日(令和元年１０月１２日)から令和２年９月 

３０日までの診療、調剤及び訪問看護 

（入院時食事療養費等は除く。） 

 (3) 免除方法 

    医療機関等の窓口で上記「対象者」に該当する者であることを申告 

    ただし、令和２年４月以降は、窓口で免除証明書の提示が必要 

  (4) 対象者数（令和２年２月２９日現在）  

    ４名（３世帯、一部負担金等免除の実績額 ６０，２８１円）  

       

２ 国民健康保険税の減免 

(1) 対象世帯の要件及び減免割合 

  ア 住家の全壊、主たる生計維持者が死亡した場合 → 全部減免 

イ 住家の損害が「大規模半壊」「半壊」「床上浸水」の場合 → １／２減免 

(2) 減免対象となる保険税 

 ア 平成３１年度に課税となる保険税 

災害救助法が適用された日（令和元年１０月１２日）から令和２年３月３１

日までの間に普通徴収の納期限(特別徴収の場合は特別徴収対象年金給付の支

払日。以下同じ。)が設定されている平成３１年度分の保険税 

イ 令和２年度に課税となる保険税 

(ｱ) 令和２年度分の保険税で、令和３年３月末日までに普通徴収の納期限が到

来するもののうち、令和２年４月分から同年９月分までに相当する月割算定

額 

(ｲ) 平成３１年度末に資格を取得したこと等による平成３１年度相当分の保険

税で令和２年４月以降に普通徴収の納期限が到来するもの 

(3) 減免方法 

   世帯主からの申請により実施。ただし、平成３１年度の減免申請書を受理した

対象者については、申請書があったものとみなし、職権により減免する。 

(4) 対象世帯数（令和２年２月２９日現在）  

      ３世帯（平成３１年度減免実績額 ７８，６５０円） 

    

３ その他 

 (1) 上記要件のほかにも、収入減少等により、一部負担金等の免除及び保険税減免

の該当になる場合あり。  

(2) 一部負担金の免除相当額及び保険税減免相当額ともに特別調整交付金等による

国の財政支援の対象となる。 

(3) 宮城県後期高齢者医療保険についても同様の対応を実施 

        ※本市の対象者数（令和２年２月２９日現在） 

           ２名 
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■介護保険関係 

１ 介護サービス利用料の負担等の免除 

(1) 対象者の要件 

ア 住家の損害の程度が「全壊」「大規模半壊」「半壊」「床上浸水」の場合 

イ 主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った場合 など  

(2) 免除期間及び免除対象 

災害救助法が適用された日（令和元年１０月１２日）から令和２年９月 

３０日までの介護サービス分（介護保険施設等における食費・居住費を除

く。） 

(3) 免除方法 

介護サービス事業所の窓口で上記「対象者」に該当する者であることを申告。

ただし、令和２年４月以降は、窓口で免除証明書の提示が必要 

(4) 対象者数（令和２年２月２９日時点）  

   なし 

 

２ 第１号保険料の減免 

(1) 対象者の要件及び減免割合 

ア 住家の全壊、主たる生計維持者が死亡した場合 など → 全部減免 

イ 住家の損害が「大規模半壊」「半壊」「床上浸水」の場合 など 

→ １／２減免 

(2) 減免期間 

災害救助法が適用された日（令和元年１０月１２日）から令和２年９月 

３０日までの間に納期限(特別徴収の場合は特別徴収対象年金給付の支払

日)が設定されている平成３１年度分及び令和２年度分の保険料 

(3) 減免方法 

対象者本人からの申請により実施。ただし、平成３１年度の減免申請書を

受理した対象者については、申請書があったものとみなし、職権により減免

する。 

(4) 対象者数（令和２年２月２９日現在）  

    ４名（平成３１年度減免見込額 ９３，２９０円） 

 

３ その他 

(1) 上記要件のほかにも、収入減少等により、介護サービス利用料負担等の免

除及び第１号保険料減免の該当になる場合あり。 

(2) 介護サービス利用料負担等の免除相当額及び第１号保険料減免相当額と

もに特別調整交付金等による国の財政支援の対象となる。 
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・宮城県での災害義援金の受入期間は、令和元年１０月１６日から令和３年３月３１日まで
・令和元年１１月２２日（金）、第１回宮城県災害義援金配分委員会を開催

・令和元年１２月３日（火）、第１回多賀城市災害義援金配分委員会を開催
・令和２年２月１９日（水）、第２回多賀城市災害義援金配分委員会を開催

職員有志

合　　計

３２０，０００円

６４，０００円

３２，０００円

２　災害義援金の配分基準

合　　計 ８,３６９,１７０

宮城県第２次配分

１６０，０００円

３２，０００円

１６，０００円

多賀城市第１次配分

１００，０００円

２０，０００円

１０，０００円

区　分

重傷者

一部損壊（準半壊）
又は床上浸水

一部損壊
（１０％未満）

宮城県第１次配分

６０，０００円

１２，０００円

６，０００円

多賀城市受付分 小　計 ２,７１５,１７０

４,１１２,０００

・重傷者 1人
・一部損壊（準半壊）34世帯
・床上浸水 4世帯
・一部損壊(10％未満) 171世帯

令和元年12月5日
１５０,０００

５０,０００

その他の法人 令和2年2月4日 ２,５１５,１７０

市議会議員有志

令和2年2月18日

１　災害義援金の受入れ状況

区　　分 受入れ等年月日
配分額（返還額）

又は受入れ額　（円）

令和元年11月29日
概算交付額
　　　１，７７０，０００

備　　考

・一部損壊（準半壊）34世帯
・床上浸水 38世帯
・一部損壊(10％未満) 151世帯

令和2年2月29日現在

・床上浸水 ▲34世帯
・一部損壊(10％未満)＋21世帯

・重傷者 1人

・一部損壊(10％未満) ▲1世帯

令和元年台風第１９号に係る災害義援金について

１,５４２,０００

酒田市議会

宮城県（第１次配分）

小　計

宮城県（第２次配分） 令和2年2月7日

宮城県受付分 小　計 ５,６５４,０００

酒田市

返還額
　　　　▲２８２，０００

返還額
　　　　　　▲６，０００

令和2年1月21日

令和2年1月22日
追加交付額
　　　　　　６０，０００
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３　災害義援金の支給状況（宮城県第１次配分）

件数 支給額

人的被害 重傷者　　 60,000 1 60,000

一部損壊
（準半壊）
又は床上浸水

12,000 29 348,000 29 38 76.32

一部損壊
（10％未満）

6,000 73 438,000 73 171 42.69

103 846,000 102 209 48.8

住家被害

計

令和2年2月29日現在

被害
区分

被害程度 支給額

支給実績
住家被害対象世帯
に係る対応済状況

支給
世帯
①

対象
世帯
②

執行率
③

（①/②）
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令和元年台風第１９号の被災者に対する水道料金等の減免について 

 令和元年１０月１２日から１３日にかけて本市に接近した台風第１９号により、本

市が所管する給水区域においても多数の浸水被害が発生したことから、多賀城市水道

事業給水条例第３６条及び多賀城市下水道条例第３２条の規定に基づき、下記のとお

り水道料金及び下水道使用料の減免を実施した。 

 

記 

 

１ 対 象 者 令和元年台風第１９号により浸水被害を受けた住家等において上水

道を使用している者 

 

２ 減免基準 被災住宅等の清掃に水道を使用したものとして、使用水量から下表の

水量を減じる。また、使用用途から下水道への流入はないと考えられ

ることから、下水道使用料についても同様の措置を適用する。 

被災程度 減免水量 

床上浸水 ５  

床下浸水 ３  

 

３ 認定方法 申請書及びり災証明書により、使用水栓及び被災程度等を確認し、認

定する。 

 

４ 減免方法 申請受理後に請求する水道料金及び下水道使用料を減免する。 

なお、既に転出・転居した水道使用者に対しては、令和元年１１月分

の料金を減免し還付する。 

 

５ 周知方法 対象者に通知書及び申請書を送付、広報たがじょう及びホームページ

に減免制度の記事を掲載 

 

６ 対象件数 床上浸水４７件、床下浸水１５８件 計２０５件 

 

７ 申請件数 床上浸水１８件、床下浸水６２件  計８０件（令和 2 年 2 月 29 日現在） 

（減免件数） 

８ 申 請 率  床上浸水３８.３％、床下浸水３９.２％ 計３９.０％ 

９ 減免水量  床上浸水８４ 、床下浸水１８６  計２７０    
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10 減免金額  水 道 料 金  49,225 円（床上浸水 10,186 円、床下浸水 39,039 円） 

下水道使用料  19,030 円（床上浸水  2,200 円、床下浸水 16,830 円） 

合 計  68,255 円（床上浸水 12,386 円、床下浸水 55,869 円） 

11．減免金額  床上浸水  水道料金 566 円、下水道使用料 122 円 計 688 円 

(１件当たり) 床下浸水  水道料金 630 円、下水道使用料 271 円 計 901 円 

※床下浸水の 1 件当たりの減免額が床上浸水の減免額を上回るのは、

減免対象月の平均使用水量の差（床上浸水８ 、床下浸水１８ ）

により、使用水量が多い床下浸水の従量料金単価が高く、減免する

従量料金の額も高くなったため。 
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松島町に対する職員短期派遣について 

 

１ 主旨 

公共土木施設（道路・河川）、農地（水田）及び農業用施設（ため池・水路等）に甚大

な被害を受けた松島町に対し、宮城県からの派遣要請を受け、災害復旧応援のため職員

を短期派遣したもの 

 

２ 派遣先 

宮城郡松島町 

 

３ 派遣期間 

  令和元年１１月１９日（火）～令和２年１月３１日（金） 

 

４ 派遣職員所属・職名（土木職 ５名） 

  (1) 建設部道路公園課 維持修繕係長       （１１/１９～１１/２９） 

  (2) 建設部都市計画課 技師           （１２/２～１２/１３） 

  (3) 建設部復興建設課 主幹兼復興工事係長    （１２/１６～１２/２７） 

  (4) 建設部下水道課  主幹兼下水道工事第二係長 （１/６～１/１７） 

  (5) 建設部下水道課  下水道工事第一係長    （１/２０～１/３１） 

 

５ 従事業務 

(1) 被害状況調査、稲わら状況調査、地権者交渉、現場測量業務 

(2) 道路・河川等の災害復旧工事発注に係る現地測量、設計書作成業務 

(3) 災害査定業務 

 

６ 引継ぎについて 

  業務を円滑に進めるため、各派遣者の最終週の木曜日又は金曜日に、次派遣者が松島町

へ赴き、前任者からの引継ぎを行った。 
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災害見舞金（寄附金）収入について 

 

１ 新潟県村上市（災害時相互応援に関する協定）  

令和元年１１月（忠 副市長来庁）  100,000 円 

 

２ 市議会議長会関係  

令和元年１２月、令和２年３月  計 165,014 円 

 

３ 市長会関係 

令和元年１２月、令和２年３月  計 185,943 円 

 

４ その他の法人（２件） 

令和元年１１月、令和２年１月  計 150,000 円 
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